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戦略企画グループ
１　大阪府スマートシティ推進本部会議の運営
「大阪スマートシティ戦略」を推進するため、スマートシティ戦略部を司令塔とする強力な全庁的推進組織「大阪府スマートシティ推進本部」の活動として、大阪府スマートシティ推進本部会議を開催した。

	開催日
	議題

	第１回
	令和４年４月５日
	大阪スマートシティ戦略ver.2.0に基づく大阪府の今後の取組みについて


２　大阪DXイニシアティブ会議の運営
大阪府や市町村において、住民サービスの向上と行政の業務効率化実現に向けたデジタル改革の取組をより一層加速させていくための「大阪DXイニシアティブ」の活動として、大阪DXイニシアティブ会議を開催した。
	開催日
	議題

	第１回
	令和４年８月26日
	大阪DXイニシアティブについて


３　「住民サービス向上」タスクフォース
デジタル技術を活用した住民サービスを早期に具体化するため、スマートシティ戦略部と
関連部局が連携して「住民サービス向上」タスクフォースを設置し、住民のQOL向上に
資するデジタルサービスの検討・具体化の支援を行った。
４　公民共同スマートシティ推進事業
大阪スマートシティ戦略を進めるにあたって、各分野の国内外の先進事例の詳細等の調査事業を実施した。
　　＜令和４年度調査項目＞
　　　・住民向けマイページの検討に向けたアンケート調査業務
　　　・ドライブレコーダーデータなどバス事業者が有するデータの利活用調査業務

　　　・次世代スマートヘルス関連スタートアップ支援に向けた調査業務
　　　・自治体DX人材のあり方と育成にかかる調査業務
　　　・アイデアコンテストの実現可能性等検討調査業務
令和４年度決算額：5,664,400円
５　他部局の新型コロナウイルス感染症対策に対する支援
新型コロナウイルス感染症対策において、各部局が直面するICT面での課題解決に向け、新たなシステムの構築等、様々な支援に努めた。
令和４年度対応実績： 29件

企画推進グループ
１　大阪府市町村データ活用プラットフォーム
　　大阪府及び府内市町村が保有するデータを蓄積・活用する基盤である「大阪府市町村データ活用プラットフォーム」（ＯＳＡ４３）を通じて「大阪府バリアフリートイレマップ」、「寝屋川流域水辺空間マップ」、「OSAKAパークマップ」を新しく公開したほか、令和２年度に公開済みの「赤ちゃんの駅マップ」について、光化学オキシダント濃度及び暑さ指数（環境省による情報提供期間のみ）が閲覧できるよう機能拡充を行った。
・データ活用プラットフォームの構築及び運用保守業務委託
　　令和４年度決算額：4,491,564円
　　　・Google Maps Platformの利用に係る役務提供
　　　　　令和４年度決算額：39,600円
２　オープンデータに関する取組みの推進
　　　健康、教育、防災、防犯など住民の暮らしに関わるデータや、交通、観光、環境など地域のデータなどを活用し、新しいサービスの創出や地域の課題解決の取組みを進めていくため、オープンデータカタログサイトの運用を行った。また、オープンデータの取組みを促進するため、全市町村を対象に「オープンデータへの取組を推進するワークショップ」を全３回開催した。
＜概要＞
第１回　令和４年12月19日　場所：オンライン　参加自治体：23市町
第２回　令和５年１月17日　場所：オンライン＋QUINTBRIDGE　参加自治体：22市町
第３回　令和５年２月17日　場所：オンライン　参加自治体：21市町

３　大阪コロナ追跡システム等の運営

（１）大阪コロナ追跡システムの運営
新型コロナウイルス対策として、施設等がクラスター化した場合の感染者の早期捕捉を支援するとともに、注意喚起メールを通じて府民の行動変容を目的とした「大阪コロナ追跡システム」を運営し、感染拡大抑制に取り組んだ。
なお、本事業は、追跡システム導入時期に比べ、感染予防に係る府民への意識啓発が進んだと考えられることやゴールドステッカー認証基準について、令和４年１２月１３日付けの国通知を踏まえ、有識者意見を聴いたうえで、令和５年１月１日付けで改正したことなどを踏まえ、令和４年12月31日をもって終了した。

○注意喚起メール発出　（令和４年度実績）全12回、716通 
　　　　　　　　　　　　　（全期間実績）全36回、1,488通

○利用実績（令和４年12月26日時点）　
	施設種別
	大阪コロナ追跡システム

	
	利用者登録件数
（QR読込み実績）
	施設・イベント登録件数

	施設（店舗）登録件数
	5,516,235
	116,110

	
	うち飲食施設
	飲食店（居酒屋含む）、料理店等
	―
	72.736

	
	
	パブ、バー、ナイトクラブ、キャバレー、スナック
	―
	6,822

	
	
	喫茶店
	―
	6,113

	
	
	飲食施設　合計
	―
	85,671

	イベント登録件数
	986,652
	20,752

	総計
	6,502,887
	136,862


（２）大阪マイルの運営

大阪コロナ追跡システムのＱＲコードを読み込むことで「大阪マイル」というポイントが貯まり、抽選で特典がつく「大阪マイル」事業を運営し、コロナ禍における飲食店振興に取り組んだ。
大阪コロナ追跡システムの事業終了に伴い、「大阪マイル」事業についても令和４年12月31日をもって終了した。

○特典提供実績
（第10回）抽選対象期間：
令和４年３月１日（火）～令和４年４月30日（土）　当選者数137名
（第11回）抽選対象期間：
令和４年５月１日（日）～令和４年６月30日（木）　当選者数56名
（第12回）抽選対象期間：
令和４年７月１日（金）～令和４年９月30日（金）　当選者数21名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（合計）当選者数：214名
【以降、大阪コロナ追跡システムの終了時までマイル獲得及び抽選を停止】
４　大阪おおきにアプリの運営
　府域でのキャッシュレス化の推進を図っていくため、大阪おおきにアプリ事業（※）を株式会社りそな銀行・株式会社ビジコム共同企業体との連携のもと運営した。
　大阪コロナ追跡システムの事業終了に伴い、「おおきにアプリ」事業についても令和４年12月31日をもって終了した。
（※）大阪コロナ追跡システムの登録完了画面より本アプリを起動することで、施設（店舗）固有の機能を利用するもの。

　　　　　機能の例）
飲食店のメニューの閲覧・注文・キャッシュレス決済

　　　　　　　

お得なクーポンの取得・利用

　　　　　令和４年度登録施設数：23件
５　スマートヘルスに関する取組みの推進
　　　「いのち輝く未来社会のデザイン」がテーマの2025年大阪・関西万博までに、超高齢社会のスマートシティモデルで世界のトップランナー「大阪スマートヘルスシティ」となることをめざした施策を推進した。
・最先端のデジタル技術が府民の健康づくりに活かされる次世代スマートヘルス分野のスタートアップ支援のため、「デジタルヘルスファンド大阪」のＧＰである日本ベンチャーキャピタル株式会社と「次世代スマートヘルス分野のスタートアップ支援等に係る連携協定」を締結。また、当該ファンドを核としたスタートアップの支援環境を構築するため「ラウンドテーブル」を設置。
　　　・また公民連携によるデジタルサービス展開の一環として、住友生命保険相互会社と、デジタル技術を活用した府民の健康づくり「次世代スマートヘルスに関する共同プロジェクト」を展開することを宣言し、宣言に基づき、同社の健康づくりアプリを幅広く府民に一定期間、無償提供し、府民の健康づくりを促進。
事業推進グループ

１　地域DXの推進
大阪スマートシティ戦略Ver1.0に示されたＡＩオンデマンド交通やデータヘルスなどについて、府民の「生活の質(QOL)向上」を目的に、大阪スマートシティパートナーズフォーラムと連携した公民連携による地域の課題解決に向けた取組みを推進している。

２　公民共同エコシステムによる地域課題解決の促進
　大阪府、府内43市町村、企業、大学、シビックテックなどが、“大阪モデル”のスマートシティの実
現のために「大阪スマートシティパートナーズフォーラム」を令和２年８月に設立し、市町村課題の見
える化や課題解決のためのプロジェクト推進をはじめ、セミナー開催や幅広い情報発信等に取り組んだ。
・令和４年度（４月～３月）セミナー・ワークショップ開催実績  23回開催、2,668名（延べ）参加
・令和３年度から引き続く、「スマートヘルスシティ」「高齢者にやさしいまちづくり」「子育てしやすいまちづくり」「移動がスムーズなまちづくり」「インバウンド・観光の再生」「大阪ものづくり2.0」「安全・安心なまちづくり」の７分野に加えて、令和４年度は新たに「データ利活用」の分野を創設するとともに、令和４年６月より第３期プロジェクトとして、新たに10社のコーディネーター企業がプロジェクトを開始し、延べ16市町で実証・実装に向けた取組みを進めた。
３　デジタルデバイド解消
　デジタル化の推進に伴う情報格差の解消に向けては、高齢者等がスマートフォンの活用を学べる講習会等について、講師の育成、確保を含め、市町村での開催に必要な経費を補助する国の「デジタル活用支援推進事業」について、市町村の活用が進むよう働きかけに努めるとともに、市町村が補助事業を実施する際には、必要に応じ、携帯通信事業者等との連携などを支援。
　・支援を実施した市町村数　16市町

４【新規】AIオンデマンド交通の導入促進
　ラストワンマイル問題等の移動課題に対し、有効な交通手段となるAIオンデマンド交通の普及促進に向け、市町村と交通事業者が協力して行うAIオンデマンド交通の導入に向けた取組を促進する。
（１）大阪府AIオンデマンド交通モデル事業費補助金
　　　　地域公共交通の課題解決に有効な交通手段の先行モデル構築及び普及促進のうち、交通事業者と市町村が協力して行うAIオンデマンド交通の導入に向けた実証実験に要する経費の一部に対する補助を実施。　※補助率２分の１を上限
・令和４年度採択事業
	申請者名
	事業名
	補助額

	①豊能町AIオンデマンド交通実証実験協議会
	豊能町西地区へのAIオンデマンド交通導入に向けた実証
	6,317千円

	②南海電気鉄道株式会社
	堺市泉北ニュータウン地域 移動支援サービスとしてのオンデマンドバス実証事業
	5,070千円


（２）令和４年度　OSPF「AIオンデマンド交通導入に関するワーキンググループ」
　　　　府内市町村の機運醸成と市町村担当者間のコミュニケーションを主目的とするAIオンデマンド交通導入に関するワーキンググループを実施。
　　　　
　　　　・令和４年度開催実績
	実施日
	内容
	参加者

	令和５年２月20日
	○補助金採択事業者からの取組紹介
○MaaSに関する基調講演
	27市町村
62名


５【新規】関西MaaSの推進
官民が連携し、万博来訪者向けのMaaSを構築。万博会場までの効率的な移動手段や観光案内、乗車券、万博チケットの購入なども一つのアプリで完結。ストレスフリーな移動の実現と、関西一円への周遊を促進する。
　
（１）関西MaaS連絡推進会議
　　2025年に大阪・関西万博を控え、関西地方におけるMaaSの取組に関して、交通・観光分野をはじめとする幅広い業種間での連携を促進し、取組を共同で実施していく目的で国土交通省近畿運輸局が設置した会議体であり、国、地方公共団体、経済団体、観光・万博関係団体、交通関係団体等で構成される。令和3年12月に発足。

・令和４年度開催実績
	実施日
	内容
	参加者（構成メンバー）

	令和４年11月８日
	○関西MaaSの取組状況の共有
○万博におけるMaaSとの連携
	関西MaaS協議会（関西鉄道大手7社）、交通関係団体、経済団体、観光・万博関係団体（関西観光本部、大阪観光局、2025年日本国際博覧会協会）、近畿総合通信局、近畿経済産業局、近畿地方整備局、近畿運輸局、関西広域連合、大阪府、大阪市



（２）庁内MaaS関係者会議
利用者の視点にたった使いやすいMaaSの実現に向け、万博開催を見据え、関係部局が連携しMaaSの検討を行うとともに、関係者部局間の情報共有や連絡調整を行うため「庁内MaaS関係者会議」を設置。
・令和４年度開催実績
	実施日
	内容
	参加者（構成メンバー）

	令和４年９月６日
	○取組状況の共有等
	政策企画部、万博推進局、府民文化部、都市整備部、大阪都市計画局、スマートシティ戦略部
（オブザーバー）
商工労働部、環境農林水産部

	令和４年10月31日
	○府がめざすMaaSの姿についてとりまとめ
	


シニアライフ推進グループ
 ４　【新規】スマートシニアライフ事業
府内シニア層を中心として、高齢者の生活を支援するサービスプラットフォームを公民連携で構築し、タブレット等のデジタル端末を活用することにより、行政と民間の様々なサービスをワンストップで提供する事業の推進に取り組んでいる。
(1) スマートシニアライフ事業推進等に関する業務
・実施主体の設立の可否の検討のため、実施主体を設立する場合の運営、設立のための手続
き、法的課題、実施主体を設立しない場合の事業の継続方法等の検討を行った。

(2)大阪スマートシニアライフ実証事業推進協議会の設立及び運営
・令和４年度以降の事業体構築に向けた実態調査等を目的として、令和３年12月15日に府と民間事業者からなる「大阪スマートシニアライフ実証事業推進協議会」（以下、「協議会」という。）を設立。
・協議会に分科会を設置して、各分科会で検討、企画、立案及び成果物を作成。また、各分科会のリーダー企業にて構成される会議を、幹事会として位置付け、事業を展開。
	分科会名称
	内容

	A.サービスデザイン分科会
	・事業全体のビジネスモデル及びサービスのデザイン
・実証評価に向けたKPI検討と管理、評価方法の設計と実施
・法人化検討

	B.募集分科会
	・自治体との調整
・広報、利用者募集、申込受付業務及び参加者確定案内
・説明会開催及び端末配布

	C.ヘルプデスク分科会
	・利用者から電話での問合せ対応窓口の設計と実施
・大阪府「ICTよろず相談窓口」、及び各社「個別相談窓口」との連携検討
・シニア層の「声」のとりまとめ、「困りごと」相談を起点としたサービス化検討

	D.技術分科会
	・ポータル、認証基盤の検討及び開発管理
・UI設計ガイドライン作成、管理及び操作説明書の作成
・中長期的なインフラ構築ロードマップ作製


(3)スマートシニアライフ実証事業の内容
・スマートシニアライフ実証事業（以下、「実証事業」という。）に参加する住民に説明会を開催したうえ、タブレットを無償で最大６か月貸出。
・第１期は堺市南区、大阪狭山市狭山ニュータウン地区及び河内長野市南花台地区の50歳以上の住民約860名を対象として、令和４年２月１日～令和４年９月30日の期間に実施。
・第２期は大阪市生野区、東住吉区及び住吉区内の50歳以上の住民等、約840名を対象として、令和４年12月５日から同年５月31日の期間に実施。

・貸出期間中も安心して利用できるよう、電話やメールによる相談窓口（ヘルプデスク）を設置し、体制を整備。
・操作方法等の成熟度を高めることを目的としたフォローアップ説明会を実施。

①説明会
・第１期は、令和４年２月21日から同年３月30日にかけて各対象地域においてタブレット端末配布並びに実証事業及び端末の操作方法を説明する説明会を43回実施。

　　　・第２期は、令和４年12月５日から同年12月８日にかけて、大阪府新別館北館においてタ
ブレット端末配布並びに実証事業及び端末の操作方法を説明する説明会を４回実施。
　　　②フォローアップ説明会
　　　・第１期フォローアップ説明会は計25回、第２期フォローアップ説明会は計18回実施。
　　(4) コミュニケーション支援サービス運用保守業務

　　　・スマートシニアライフ実証事業の独自性創造や魅力向上を図るため、独自コンテンツであるAIコミュケーションサービス『話そう！大ちゃん』の開発・維持・管理を実施。

市町村ＤＸグループ

１　大阪市町村スマートシティ推進連絡会議の運営等

平成14年４月25日に電子自治体の実現と地域情報化の推進に寄与することを目的に設立した大阪府及び府内全市町村の情報担当部署から構成される大阪電子自治体推進協議会は、平成27年４月１日に「事業や契約の当事者となる組織体」から「調査研究や企画立案を行う組織体」に移行し、名称を「大阪電子自治体連絡会」とした。

令和３年２月１日に「大阪電子自治体連絡会」は「大阪市町村スマートシティ推進連絡会議※」に統合し、運営を一本化した。
※大阪市町村スマートシティ推進連絡会議（GovTech大阪）（令和元年９月19日～）

目的：大阪府内市町村と大阪府の連携により、ICT活用等のスマートシティ化の取組みを円滑に進め、府域全体での「住民の生活の質（QOL）」の向上を図る。

会員：大阪府内の市町村及び大阪府の情報政策担当部署及びスマートシティ関係部署

 ○　令和４年度の主な活動

①　情報セキュリティ技術セミナーの開催

・情報セキュリティ技術セミナー
日　時：　令和５年２月２日
場　所：　大阪府咲洲庁舎44階

参　加：　26団体34名
近畿管区警察局及び大阪府警察本部と共催し、情報セキュリティ担当者を対象に最近の情報セキュリティ対策の講演や、実際のインシデント事案を想定したワークショップを行った。
②　市町村間での意見交換、情報共有

・大阪市町村スマートシティ推進連絡会議メールマガジンの発行
府内市町村に向けた大阪府及びGovTech大阪の取組みや国からの照会・通知の状況等を情報発信した（発行数：12回（毎月１回））。

・メーリングリストの運営
情報政策全般


件数：１件
・研修会や検討会、技術相談会の開催
府内市町村に向けた研修会や検討会、技術相談会をWeb会議システム等で実施した。

・自治体ＤＸ推進に関するアンケート調査
府内市町村のＤＸ推進や情報化に関する課題を洗い出し、課題に対する対応について市町村間の相互の情報共有を行い、自治体ＤＸ推進の参考とすることを目的として実施した。
③　ＬＧＷＡＮ府域ネットワーク連絡部会の運営

事業者とのＬＧＷＡＮ運用定例会にて運用状況の報告を受けた（12回（毎月１回））。その他、以下の対応を実施。
・府内市町村のテレワークシステム普及等に伴い、ＬＧＷＡＮ全国網と大阪府ノード間　の通信回線が逼迫したため、従系回線の増速対応を行った。
ＬＧＷＡＮ全国網と大阪府ノード間の増速対応に伴い、大阪府ノードと府内市町村間の回線においても、令和４年度は以下の５市が回線増速を実施した。
　　（大阪市、堺市、豊中市、守口市、松原市）

④　大阪府域全体での行政DX推進（システム等の共同調達）
行政DXの推進を通じた住民QOLの向上や事務効率化と財政負担の緩和の両立をめざし、令和３年度よりシステムの共同化（共同調達と導入後のノウハウ共有）を実施。

市町村アンケートの結果や国の動向などを勘案し、令和３年度はチャットツール、電子申請システム、令和４年度は文書管理・電子決裁システムを実施。令和５年度は電子契約システム及び大阪版デジタルシェアリング事業を実施予定。
〇　令和３年度

・チャットツール（参加団体：令和３年度 22市町、令和４年度　31市町　）
大阪府内市町村の自治体内部における日常業務のコミュニケーションの効率化をはじめ、出張時や災害発生時等のコミュニケーションの円滑化、自治体間のコミュニケーションの活性化、在宅勤務の推進を目的としたもの。
・電子申請システム（参加団体：令和３年度 11市町、令和４年度　25市町）
住民が自宅等で手続きができることによる利便性の向上に加え、非接触による新型コロナウイルス等の感染症の拡大防止だけでなく、住民の生活の質(QOL)の向上にも繋がることを目的としたもの。
〇　令和４年度

・文書管理・電子決裁システム（参加団体：令和４年度 ３市）

行政文書をより体系的・効率的に管理するだけでなく、在宅勤務やペーパーレス・はんこレスの推進等、DX推進の基盤として幅広い効果を発揮することを目的としとしたもの。
　　　　〇　令和５年度
　　　　　・電子契約システム
　　　　　　広域で契約締結事務を電子化することで契約相手方の利便性の向上や自治体事務効率を図ることを目的とし、調達仕様書等を策定した。共同調達としては令和５年度実施予定。
　　　　　 ・大阪版デジタル人材シェアリング事業
　　　　　　 高い専門性を有する外部人材を確保し、各自治体の人的・財政的負担をおさえながら、質の高いDXを広域的に実現することを目的とし、委託仕様書等を策定した。共同調達としては令和５年度実施予定。

２　総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運営

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）は、地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し、各地方公共団体と国の各省庁及び住民との間の情報交換手段確保のための基盤とすることを目的としている。

○　令和４年度の主な活動

・ＬＧＷＡＮ運営に対する都道府県の役割に鑑み、府内市町村とＬＧＷＡＮ運営主体（地方公共団体情報システム機構）と連絡・調整などを行い、ＬＧＷＡＮの円滑な運営に努めた。

・ＬＧＷＡＮ運営主体が運営するネットワークの経費を各都道府県の応分割合により負担した。

経費の内容：　ＬＧＷＡＮ運用センター、都道府県ノードの運営費用及び両者間を結ぶバックボーン回線の費用
　　　地方公共団体情報システム機構への負担金

	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度

	決算額
	42,969,708円
	37,245,320円
	36,802,320円
	42,688,760円


３　自治体クラウド、システム標準化・共通化

(1) 自治体クラウド

平成27年７月に自治体クラウド検討会を設置し、府内市町村と共に自治体クラウド導入に向けた検討を進めている。
※自治体クラウドとは、クラウドコンピューティング技術を電子自治体の基盤構築にも活用して、地方公共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることにより、情報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るものである。

○　令和４年度の主な活動

　①　大阪府版自治体クラウド（豊能町、河南町、千早赤阪村、島本町）の運用支援
４町村による自治体クラウド事務局に参加し、定例会におけるアドバイスや事業者と
　　　　の調整、情報収集を目的としたRFIの実施等の支援を行った。
　②　大阪府版自治体クラウド（阪南市、太子町）の運用支援

　　　２市町による自治体クラウド事務局に参加し、定例会におけるアドバイスや事業者との調整等の支援を実施した。
(2) システム標準化・共通化
　住民記録、税や福祉などの市町村の主要な20業務を処理する情報システム（基幹系システム）の標準仕様を、関係府省で作成し、市町村が標準仕様に準拠したシステムを2025年度末までに導入することが義務付けられている。

①　システム標準化新任担当者向け研修

　　　 日　時：　令和４年５月11日

　　　 場　所：　オンライン開催

　　　 参　加：　41団体331名

　　　大阪府職員によるシステム標準化やガバメントクラウドの基礎的な知識に関して、国が提供している資料を用いて、府内市町村の新任担当者向けの研修を実施した。
４　市町村の自治体情報セキュリティ対策の支援

日本年金機構における個人情報流出事案を受け、地方公共団体における情報セキュリティに係る抜本的な対策として、平成27年11月、総務省において「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」が取りまとめられ、「インターネット接続系においては、都道府県と市区町村が協力してインターネット接続口を集約した上で、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高度なセキュリティ対策を講じること。」とされた。

これを受けて、平成28年度に大阪版自治体情報セキュリティクラウドの概要設計及び構築を行った。運用期間は平成29年度から令和８年度の10年間で、順次参加を進め、令和元年９月に府及び府内全市町村の参加が完了した。

(1) 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	大阪版自治体情報セキュリティクラウド構築等業務
	（株）オプテージ
	平成28年９月～令和９年３月
	163,600円


※「（株）ケイ・オプティコム」は平成31年４月１日より「（株）オプテージ」へ改名
※令和元年10月の消費税法の改正に伴い変更契約を行った。

(2) 令和４年度の主な活動

①　大阪版自治体情報セキュリティクラウド勉強会

日　時：　令和４年５月27日（Web配信）
参　加：　31団体
大阪版自治体情報セキュリティクラウドの構成、機能や運用フローについて説明を　行った。
５　大阪府スマートシティ戦略推進補助金
先端技術を活用し、住民が実感できるかたちで生活の質（QOL）の向上をめざすため、住民生活に関わる地域課題を熟知し、住民と直接向き合う府内市町村のスマートシティ関連事業の実施に要する経費の一部に対して補助を行う。（令和２年度新設、令和３年度一部拡充）
〇　補助対象事業：３部門【スマートモデル事業・n対nサービス事業・共同化事業】
　　※以下要件に該当する事業であれば、分野は問わない。
　【スマートモデル事業】
・交付要件：①市町村が事業主体となるもの、②ICT等の先端技術を活用するもの、

③住民のQOLや利便性の向上、あるいは都市機能の強化や都市課題の解決に資する事業、④新規性（府内初など）、先導性（横展開の可能性）を有するもの、⑤「大阪スマートシティ戦略」の趣旨に沿うもの
・補助率等：２分の１（１団体あたりの上限10,000千円）
　【n対nサービス事業】
　・交付要件：①複数市町村が予算を組み、複数企業と連携した取組、②ICT等の先端技術を活用するもの、③住民のQOLや利便性の向上、あるいは庁内改革に資する事業、④「大阪スマートシティ戦略」の趣旨に沿うもの
・補助率等：住民向け２分の１、庁内改革３分の１（１団体あたりの上限5,000千円）
【共同化事業】
　・交付要件：①複数市町村が予算を組み、大阪府スマートシティ戦略部が共同調達を実施した取組、②ICT等の先端技術を活用するもの、③住民のQOLや利便性の向上、あるいは庁内改革に資する事業、④「大阪スマートシティ戦略」の趣旨に沿うもの
　　※令和４年度は「文書管理・電子決裁システム」が対象

・補助率等：住民向け２分の１、庁内改革３分の１（１団体あたりの上限5,000千円）

　　〇令和４年度採択事業

　　　外部専門家３名により構成された審査会により３事業採択

	市町村名
	事業名称
	補助額
（千円）
	総事業費
（千円）

	岸和田市
	泉州地域丘陵部における「移動がスムーズなまちづくり」の実現に向けたモビリティポート効果検証業務委託
	1,050
	13,560

	河内長野市
	全国初の市街地でのレベル４自動運転運行を見据えた南花台モビリティ「クルクル」遠隔監視システム導入事業
	42,565
	851,300

	四條畷市
	高精度3次元地図を活用した、自動運転車を起点とした地域主体のまちづくり
	6,380
	325,520

	東大阪市
	電子交付・電子契約システム導入事業
	103
	206


６　スマートシティ戦略推進アドバイザー
行政サービスの向上と住民が実感できるかたちで生活の質(QOL)の向上をめざすため、ＩＣＴ系コンサルティング企業(西日本電信電話株式会社)との委託契約によりアドバイザーを確保し、政策立案や予算要求を通じて市町村のＩＣＴ化・デジタル化を支援する。
(1) 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	町村DX推進アドバイザー業務市町村アドバイザー業務
	西日本電信電話株式会社
	令和４年４月～令和５年３月
	9,900,000円(税込)


(2)支援内容
①市町村のDX推進支援

・訪問またはweb会議システムでのヒアリングを実施し、総務省「自治体DX推進計画」の以下重点取組事項に対する現状調査・分析をおこない、市町村の現状に応じた支援を実施。

　　　　(1)自治体の情報システムの標準化・共通化

(2)マイナンバーカードの普及促進

(3)自治体の行政手続のオンライン化

(4)自治体のAI・RPAの利用促進

(5)テレワークの推進

(6)セキュリティ対策の徹底

・補助金採択事業をはじめ市町村の先進事例の紹介、横展開支援などのアドバイスをおこなう。

②システム共同化支援

・ヒアリングなどを通じて、「電子申請システム」等共同調達グループへの後乗り参加にかかる意向確認や共同調達新規案件の希望調査を実施。

③市町村への予算要求に向けた重点支援、日常業務支援

・「自治体DX推進アンケート」の結果を踏まえたテーマで相談会を実施する。

・DXに関する問い合わせ窓口の設置、見積依頼候補事業者紹介、文書管理システムやその他ツール比較表の作成などを実施。
７　携帯電話等エリア整備事業
地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、市町村が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）を整備する場合に、当該基地局施設や伝送路の整備費用に対して国が補助金を交付する。府内市町村から要望があれば、大阪府携帯電話等エリア整備事業費補助金交付要綱に基づき、都道府県に対しても2/15（世帯数が100以上の場合1/5）を標準的な負担割合として、事業費の一部を負担するよう求められている。
令和４年度は、府内市町村からの要望はなく、補助金の交付は行っていない。
